
· 計画の策定背景と位置づけ等

<策定背景>
· 大阪府では、組織力を強化し、府民サービスの充実と府民満足度の最大化を図るため、組織戦略に基づき、職員のキャリア全体を踏まえた、公民いずれでも活躍できる職員の育成をめざしています。
· また、職員が自律性を備えた人材としてその能力を高めつつ、府民全体の奉仕者として全力を尽くすことにより、府政の的確な運営と府政に対する信頼の向上に資するため、大阪府職員基本条例において、採用から退職に至る公務員制度の基本的事項を定めています。
· 条例第11条、12条では、職員研修の実施にあたっての基本的な事項として、キャリア形成の支援について、次のように規定しています。

　　　✔職員の自発的なキャリア形成（職務を通じた資質及び能力の向上）を促進するため、任用との連携を考慮しながら研修を行うとともに、職員の自己啓発への支援を行う
ものとする

　　　 ✔研修の実施に当たっては、業務を通じて行う職場研修（OJT）及び職場外での研修（Off-JT）を適切に連携させるものとする

　　　 ✔職員も主体的に自らのキャリア形成のため自己啓発に努めるものとする
· これらの規定に基づき、大阪府では、条例が目指す政策の立案に関する優れた能力を有し、自律性を備えた職員の育成、意欲と誇りにあふれる職員が府民のために全力を尽くすことができる組織の実現のため、職員の自発的なキャリア形成を促進する研修を実施していきます。

<位置づけと実施体制>

· この計画は、上記条例及び組織戦略等を踏まえつつ、大阪府職員研修規程に基づき、当該年度に実施すべき具体的な研修の概要を定めるものです。

· 大阪府の職員研修は、大阪版市場化テストを経て、現在、人事局が行うセンター研修の実施等そのほとんどの業務を包括的に民間事業者に委託することにより行われています。民間事業者の提案やコンテンツ等を適宜活用しつつ、職員の能力を最大限に引き出す研修を効率的・効果的に実施していきます。
<令和２年度センター研修の実施について>

· センター研修については、例年は、新規採用職員研修をはじめ、４月から順次実施していますが、令和2年度については、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、開始時期を5月中旬として本計画を定めています。
なお、今後の状況によっては、研修の延期や中止の可能性があります。
令和２年度 職員研修の構成と研修区分ごとの取組み

· 府の職員研修は、(1)人事局が実施する「センター研修」、(2)部局等で所属職員や必要に応じて全職員又は他部局職員に対して実施する「部局等研修」及び各職場で実施する「職場研修」、(3)職員が個人学習等を行う「自主研修」で構成されています。各研修区分においては(1)～(3)の取組みを進めていきます。
(1) センター研修

センター研修とは、職員に対し、職務遂行上必要となる能力のうち、全庁的に共通する基本的能力等を養成することを目的として、人事局長が実施する研修をいい、各階層に応じて求められる基本的な知識や能力の習得、役割認識のために実施する「階層別研修」と、キャリア全体を見据えた職員の育成と業務に必要となる個別のスキル向上を含めた「キャリア形成支援研修」からなるものです。人事局長はセンター研修の計画的実施・充実に努めなければならず、部局長・所属長は実施への協力、職員の研修参加への配慮が義務付けられています。

令和２年度においては、主査級職員や課長補佐級職員のマネジメント力を強化する研修やクレーム対応研修、業務改善PCスキル研修を実施するほか、主査級昇任考査必須研修を見直すとともに、女性の活躍を支援する研修や障がいを理由とする差別の解消の推進を図るための研修を引き続き実施します。また、あらゆる機会を捉え、職員1人ひとりの自発的なキャリア形成を多面的にサポートする研修を実施します。
(2) 部局等研修・職場研修

部局等研修とは、部局長が、所属職員若しくは必要に応じて全職員又は他部局職員に対し、職務の遂行上必要となる能力を向上させることを目的として実施する研修をいい、部局長は、部局に「人材養成推進者」を設置し、部局等研修の計画的実施・充実に努めなければならず、人事局長は、必要な支援を行います。
職場研修とは、日常の職務を通じて計画的に職務遂行能力を向上させることを目的として実施する研修をいい、その対象・規模に応じて個別指導研修から所属研修等の種別があります。職場研修の推進のため、所属長は、所属に「職場研修推進者」「職場研修担当者」等を設置し、職場研修の計画的実施・充実に努めなければならず、人事局長は、部局長とともに必要な支援を行います。
また、各種研修情報の提供や相談窓口、ニーズに合った教材の貸出等を通じ、部局等研修・職場研修における実務経験を通じた能力開発（OJT）を支援します。新規採用職員の指導育成の充実を図る観点から、平成24年度に導入した「ジョブトレーナー制度」を一部見直し、新規採用職員の育成はもとよりジョブトレーナー自身の指導力向上による全庁的な人材育成体制のさらなる強化に取り組みます。
(3) 自主研修

自主研修とは、職員が自らの職務遂行能力の向上を図るため、個人学習、グループ学習などにより、自己啓発・自主学習する研修をいいます。人事局長は、自主研修の促進のため、必要な支援を行うとともに、部局長、所属長とともに自主研修の促進に努めなければなりません。
令和２年度においては、人事局・部局・職場が適宜連携しながら職員個人の学習やグループ学習を支援するとともに、「大学院修学支援制度」により、働きながら高度な専門知識・技術を習得し、業務に還元する職員の学費等の全部を補助することで、職員の自発的なキャリア形成支援を後押しし、自律的な学びやスキル向上を応援していきます。
なお、センター研修実施を受託している民間事業者の提案の下、職員の自主学習を支援するため、自由参加の講座や異業種交流型のオープンセミナー（OJT、リーダーシップやロジカルシンキング等）の提供やeラーニングによるビジネススキルコンテンツ（ビジネスマナー、コミュニケーションスキルやPCスキル等）の提供など、事業者が得意とする分野・強みを活用し、創意工夫を凝らした取組みを進めることにより、センター研修の補完、自主研修の促進等を効果的に図ります。また、令和２年度も引き続き、上記の講座、オープンセミナーやeラーニングについては、育児休業中の職員等の自主学習を支援します。
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